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日本共産党の氏平みほ子です。 

私は議案３件、陳情８件について、委員長報告のとおりに決することに反対する立

場でその主なものについて理由を述べます。 

まず、議６５，６６，６７号は地方公務員法及び地方自治法の一部改正により、会計年度

任用職員制度が創設されたことによる条例案であり、反対します。 

今や自治体職員の８人に１人が臨時、非常勤職員であり、我が県では教育委員会約

５０００人、知事部局約１１００人、警察本部約３４９人と臨時、非常勤の任用が広がって

います。ここまで広がった最大の原因は、集中改革プランなど国から正規職員の定

員削減を迫られる中、行政需要に対応しなければならない県が、削減した正規職員

の代わりとして臨時・非常勤の職員を増やし続けてきた結果であります。 

この度創設された会計年度任用職員制度は、こうして増えた臨時・非常勤職員のほ

ぼすべてが対象となります。この制度は、いつまでも非正規のまま、また会計年度

任用なので、任期は最長１年以内、３月３１日には必ず任期が切れます。再度任用は

ありますが、賃金は何年働いても正職員の初任給という身分に法的に固定されて

しまいます。任期の定めのない常勤職員の任用を原則とする地方公務員法からす

れば、この制度は逸脱していると言えます。会計年度ごとの任用と雇い止めを地方

自治体の判断で可能とされており、人員の調整弁になる可能性が大です。今求めら

れていることは、正規職員と同じ仕事を担っている臨時・非常勤職員の正規化や、

減らされた正規職員の定員拡大こそやるべきです。よってこの制度に反対の立場

から条例案にも反対します。 

 

次に陳情第８号は採択を求めます。 

この陳情は岡山県議会が日米地位協定を見直し、米軍による事件、事故から国民、

県民の生活、暮らしの安全が守られるよう、国に対して要請を求める陳情でありま

す。 

我が国には、日米安全保障条約に基づく日米地位協定によって３１の都道府県に１３１

の米軍基地が所在しています。米軍基地を抱える全国の市町村は、米軍基地から

派生する事件・事故や航空機騒音、環境問題、米軍人などによる犯罪は後を絶たた

ない被害を受けています。全国知事会も日米地位協定見直しについて、 

国に「４項目」の提言を行っています。わが県でも自衛隊の日本原駐屯地で昨年か



ら米軍（海兵隊）の単独訓練が始まり、恒常的に使用されようとしています。 

国に、全国知事会の４項目の提言を真摯に受け止め、実効ある措置を取るよう求め

ることは当然であり、全国では島根、鳥取、広島県を含む１２県が「地位協定」見直し

の意見書を採択しており、わが県においてもこの陳情の採択を求めます。 

最後に陳情第９号は継続審査との委員長報告ですが、採択を求めます。 

この陳情は、岡山県議会において、政務活動費支出の一層の透明性を高めるため

に説明書の添付、証拠書類などの提出、公表を求めるものです。 

我々議員は、県民が収めた血税の使い方を厳粛にチェックする立場であり、政務活

動費は議員自らの責任で税金を支出する行為であり、県民に対して、なんとか一層

の透明化を図ることは当然ではないでしょうか。 

領収書の公表だけではどのような政務活動を行ったのか明確にならない場合もあ

ります。政務活動費の使い方については県民の関心は高いです。我々議員は、しっ

かりと説明責任が果たせる公表を行うべきであり、採択を求めます。以上で討論を

終わります。 

 


